
新しい記載ルールに則った帳簿・請求書等の記載が必要です

Ｌ

　

区分記載請求書等保存方式（※） 」
２０１９年１０月１日以降、帳簿や請求書には、
これまでの記載事項に加え、
帳簿には「軽減税率の対象品目である旨」の、
請求書等には「軽減税率の対象品目である旨」及び
「税率ごとに区分して合計した税込対価の額」の
記載が必要になります。

※２０２３年１０月１日以降は、「適格請求書等保存方式」｛いわゆるインボイス
制度）が導入され、区分記載請求書等の保存に代えて、適格請求書等の保
存が仕入税額控除の要件となります。なお、適格請求書は、税務署長に申請
して登録を受けた課税事業者（適格請求書発行事業者）が発行できます。

例えば帳簿につし、ては次のような記載が必要です。
① 課税仕入れの相手方の氏名又は名称
② 課税仕入れを行なった年月日
⑨ 課税仕入れに係る資産又は役務の内容

　

（軽減税率の対象品目である旨（※））
④ 課税仕入れに係る支払対価の額

総勘定元帳（仕入）
××年
月

　　

日
摘要 税

区分
借方

　

（円）

１１１

　

３０１１△△商事㈱１１１１自分 日用品 ｌｏ％ｌ１８８，０００１
１１１

　

３０１ー△△商事㈱１１１１自分 食料品 ８％ｌー４３，２００１

② ①

　　　　　　　

③ ④
※上記の例では、「税区分」欄に８％と記載することにより、「軽減税率の対象品目である旨」
を表記しています。

　　　　　

軽減税率対応には、国の支援があります
８ まずはチエツク！

○今使ってし、るレラが複数税率に対応してし、るかレラメーカ一等に確認する。
０２０１９年９月３０日までに導入・改修、支払し、を完了し、１２月１６日までに補助金を申請する。

Ｌ「軽減税率対応レジ」の導入等支援の概要」

Ｌ

　

対象者

　

」軽減税率の対象商品の販売を行ってし、る中小の小売事業者等

ー

　

補助率

　

」原則３／４（３万円未満のレジ購入の場合、４／５補助）

Ｌ

　

補助上限

　

ＪＩ台あたり２０万円（※）、券売機１台あたり２０万円

　　　　　　　　　　　　　

′’Ｑ
Ｌ

　

－

※商品マスタの設定等が必要な場合にはプラス２０万円で上限４０万円。

Ｌ完了期限

　

」２０１９年９月３０日まで

消費税の円滑かつ適正な転嫁について、ご存じですか？

　

消費税は、転嫁を通じて最終的には消費者が負担することを予定してし、る税です。消費税の円滑かつ適正な転嫁に

ご理解とご協力をお願し、します。なお、政府におし、て事業者の皆さんに値付けなどの参考にしてし、ただけるよう、「消

費税率の引上げに伴う価格設定につし、て（ガイドライン）」を公表してし、ます。

ガ署 卵 繋艶腰高 一
ｈｔｔｐｓ：′′ｗｗｗ．ｃａｏ．ｇｏ．ｉｐ′ｔｅｎｋａｔａｉｓａｋｕ′ｉｎｄｅｘ，ｈｔｍｌ

より詳しく知りたい方は…

　　

０５７０．２００一１２３

　　

琶萱－

　

－

　

－

－

ー…

　　　　　

　 　

　

　

　　　

　

　

　

　

　

消費税軽減税率電話相談センター

　

０５７０‐０３●４５６

　　　　　　　

※国税庁の設置する回線です。

　　

受付時間：９時～１７時（土日祝除く）

　

Ｌ国税庁

　

軽減税率

　

ＩＱ憂国￥

　　　　　　　　　　

　　

．・
：：…

　

璽

　　　　　

三・

　　　　　

＝．

　

・

　

軽減税率対策補助金事務局

　

０１２小３９８‐１１１

　

※独立行政法人中小企業基盤整備機構の設置する回線です。

　　

受付時間：９時～１７時（土日祝除く）

　

１軽減税率対策補助金 に霊霊話￥

　　　　　　ご覧＜ださし、

　　

：：

　　

′

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　

１１１

　

・

　

　　　 　

　

　　

　

　

　 　

　

消費税価格転嫁等

　

総合相談センター

０５７０．２００一１２３

　

※内閣府消費税価格転嫁等相談対応室の

　　　　　　

設置する回線です。

　　　　

受付時間：

　

９時～１７時（土日祝除く）


